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統一的な基準による地方公会計マニュアル 
（資産評価及び固定資産台帳整備の手引き）【抜粋】 

 39. 有形固定資産の取得価額は、当該資産の取得にかかる直接的な対価のほか、「企業会計原 
   則」第三－五－Ｄに準拠して、原則として当該資産の引取費用等の付随費用を含めて算定 
   した金額とします。例えば土地の取得価額には、購入手数料、測量・登記費用、造成費及 
   び造成関連費用、補償費といったもの、工作物である道路の取得価額には、道路そのもの 
   の取得にかかる直接的な対価のほか、街灯、ガードレール、標識等の附属設備の価額を含 
   めます。なお、それぞれの附属設備等を個別単位で管理することを妨げるものではありま 
   せん。また、統一的な基準における消費税の取扱いについては、税込方式を採用すること 
   とし、取得価額には、消費税相当額を含めることとします。 
 
 41. また、既存の償却資産に対して行った資本的支出については、その支出金額を固有の取得 
   価額として、既存の償却資産と種類及び耐用年数を同じくする別個の資産を新規に取得し 
   たものとして、その種類と耐用年数に応じて減価償却を行っていくこととします。 
  
 64. また、取得原価の判明状況は各地方公共団体において異なることや地方債の償還年限が取 
   得原価の判断状況に影響すること等を踏まえ、実施可能性や比較可能性を確保する観点か 
   ら、特定の時期（昭和５９年度以前）に取得したものは、６３段落の取扱いにかかわらず、 
   原則として取得原価不明なものとして取扱うこととします。なお、後述の１０９段落のと 
   おり、既に固定資産台帳を整備済または整備中の地方公共団体においては、資産評価に係 
   る二重負担を回避する観点等から、一定の経過措置を設けています。 
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 65. 物品は、地方自治法第２３９条第１項に規定するもので、原則として取得価額または見積  
価格が５０万円（美術品は３００万円）以上の場合に、その取得価額を資産として計上し、
再評価は行わないこととします。ただし、各地方公共団体の規程等において重要な物品等の
基準を有している場合で、かつ、総資産に占める物品の割合に重要性がないと判断される場
合においては、各地方公共団体の判断に基づき、継続的な処理を前提に当該規程等に準じた
資産計上基準を設けることを妨げないこととします。なお、取得原価が不明な資産について
は、原則として再調達原価とします。 

 
 83. 償却資産のうち工作物については、道路、橋梁、公園、港湾、河川、水路など多くの種類が     

ありますが、資産の多くを占めると考えられる道路について、以下に例示します。（略） 
  
 86. 道路の幅員別単価については、例えば６.５ｍ以上、４.５ｍ以上６.５ｍ未満、２.５ｍ以上４.５ｍ未満、  

１.５ｍ以上２.５ｍ未満といった区分ごとに、直近（５年程度）の工事費実績総額、または必要に応じ

て構造等別の工事費実績から、単位あたりの平均工事費を求め、現在単価とすることが考えられ
ます。なお、特殊な工作物で、近年の工事費実績が把握できない場合は、期間を延長しても差し支
えありません。特にインフラ資産は、個別に再調達価額を判定することが困難と考えられるた
め、過去の平均的な建設工事費や標準的な資産で積算を行う等して求めた単価を同区分の資
産すべてについて適用することもやむを得ないと考えられます。 
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